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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第37期
第２四半期
連結累計期間

第38期
第２四半期
連結累計期間

第37期

会計期間
自 2018年４月１日
至 2018年９月30日

自 2019年４月１日
至 2019年９月30日

自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売上収益
（百万円）

107,782 106,407 218,848

（第２四半期連結会計期間） (53,409) (52,684)  

税引前四半期利益又は税引前利益 （百万円） 3,498 3,734 6,630

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）利益 （百万円）
2,174 2,194 3,767

（第２四半期連結会計期間） (1,317) (1,233)  

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）包括利益
（百万円） 2,165 1,654 3,218

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 40,162 38,553 40,044

総資産額 （百万円） 144,695 158,165 141,478

基本的１株当たり四半期（当期）

利益 （円）
18.53 18.69 32.10

（第２四半期連結会計期間） (11.22) (10.50)  

希薄化後１株当たり四半期（当

期）利益
（円） － － －

親会社所有者帰属持分比率 （％） 27.8 24.4 28.3

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 3,939 3,746 13,147

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △2,783 △4,353 △5,640

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △136 1,339 △7,624

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 8,643 8,020 7,514

（注）１ 当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２ 売上収益には、消費税等は含まれておりません。

３ 希薄化後１株当たり四半期（当期）利益は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

４ 上記指標は、国際会計基準（以下「IFRS」という。）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財

務諸表に基づいております。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

なお、自動車販売関連事業において、新たに設立した㈱モトーレン三河及び北海道で自動車ディーラーを運営す

る光洋自動車㈱が新たに連結子会社となりました。

この結果、2019年９月30日現在で当社グループは、子会社44社及び関連会社４社で構成されることとなりまし

た。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1）業績の状況

①業績全般の概況

国内の新車販売市場は、消費増税前の駆け込み需要もあり、登録車、届出車ともに堅調に推移した結果、当第２

四半期連結累計期間における国内の新車販売台数は前期比5.6％のプラスとなりました。

当社グループの中核事業であります自動車販売関連事業の当第２四半期連結累計期間における状況は、ホンダ系

は新型車効果等もあり、また、日産系ではｅ－ＰＯＷＥＲ搭載車や電気自動車に加え、新型軽自動車も堅調に推移

し、国内販売は好調に推移いたしました。海外では主に欧州の子会社が昨年度後半からＷＬＴＰ（国際調和排出ガ

ス・燃費試験法：ＥＵ域内で販売される車両の新しい認証方法による排ガス規制）による影響を受けたことに加

え、また、英国ではＥＵ離脱を控え中古車の買い控え傾向が見られるなど、直近では回復基調ではあるものの厳し

い状況となりました。その結果、新車、中古車を合わせた当社グループの自動車販売台数は49,748台と前年同期に

比べ586台（1.2％）減少いたしました。

また、住宅関連事業では、分譲物件の受注、引き渡し共に好調に推移いたしました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の連結業績は、連結売上収益は1,064億7百万円（前年同期比1.3％

減）、営業利益は42億15百万円（前年同期比14.5％増）、税引前四半期利益は37億34百万円（前年同期比6.7％

増）、親会社の所有者に帰属する四半期利益は21億94百万円（前年同期比0.9％増）となりました。

 

②セグメントの業績概況

[自動車販売関連事業]

新車部門では、国内におけるホンダ車の販売台数は3,347台（前年同期比5.7％増）、基盤顧客の創出に注力いた

しました日産車の販売台数は9,339台（前年同期比19.7％増）となり、海外を含む当社グループ全体の新車販売台

数は22,995台（前年同期比6.7％増）と台数ベースで前年を上回りました。しかしながら、軽自動車の比率が増加

したことや、将来の管理顧客数を増やす目的もあり、販売台数増加を第一優先とした販売に傾注したため新車の台

当たり利益が減少することとなり、増収を確保したものの若干の減益となりました。

中古車部門では、海外への輸出台数は2,795台（前年同期比16.2％減）と減少し、また、国内外の中古車販売台

数も減少したことから、当社グループ全体の中古車販売台数は26,753台（前年同期比7.1％減）と台数ベースで前

年を下回り、減収を余儀なくされましたが微減益となりました。

サービス部門では、既存会社、新規連結子会社ともに点検・車検、修理、手数料収入等の受注拡大に注力した結

果、若干の減収となりましたが増益となりました。

レンタカー部門では、前連結会計年度に新規出店した店舗と既存店の稼動が堅調に推移し、増収を確保したもの

の若干の減益となりました。

以上の結果、自動車販売関連事業の売上収益は1,000億88百万円（前年同期比3.7％減）、営業利益は31億61百万

円（前年同期比12.9％増）となりました。

 

[住宅関連事業]

分譲マンション事業では、住宅ローン金利の低下や住宅取得税制の維持により、需要は堅調に推移しております

が、人手不足や建築資材の高騰による建築費の上昇、プロジェクト用地価格の高騰等の影響を受け、販売価格が高

騰するなど難しい局面を迎えております。

そのような環境の下、マーケティングを徹底し、物件の立地選定や適正な販売価格での発売に注力したことか

ら、受注・引き渡し共に好調に推移し、当第２四半期連結累計期間は新たに2棟83戸の新築マンションを分譲し、

完成在庫をあわせ89戸（前年同期は96戸）を成約し、109戸（前年同期は82戸）を引渡しております。

戸建分譲住宅事業では、地域的な好不調は若干有るものの、全社的には好調に推移しました。また、同事業では

自動車ディーラーはじめ商業施設の受注拡大にも努めました。

以上の結果、住宅関連事業の売上収益は62億23百万円（前年同期比65.9％増）、営業利益は7億26百万円（前年

同期比67.0％増）となりました。
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(2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は1,581億65百万円となり、前連結会計年度末1,414億78百万円と比

較し166億87百万円増加いたしました。流動資産は663億12百万円となり、10億28百万円減少いたしました。これは

主に棚卸資産（26億92百万円）等が減少したほか、現金及び現金同等物（5億6百万円）等が増加したことによるも

のであります。非流動資産は918億52百万円となり、177億15百万円増加いたしました。これは主にIFRS第16号

「リース」の適用に伴い、有形固定資産に含まれる使用権資産が増加したことによるものであります。

負債合計は1,159億56百万円となり、前連結会計年度末980億11百万円と比較し179億45百万円増加いたしまし

た。流動負債は765億3百万円となり、21億80百万円減少いたしました。これは主に営業債務及びその他の債務（55

億94百万円）等が減少したほか、その他の金融負債（23億29百万円）等が増加したことによるものであります。非

流動負債は394億53百万円となり、201億24百万円増加いたしました。これは主にIFRS第16号「リース」の適用に伴

い、その他の金融負債に含まれるリース負債が増加したほか、社債及び借入金（58億88百万円）等が増加したこと

によるものであります。

資本合計は422億9百万円となり、前連結会計年度末434億67百万円と比較し12億58百万円減少いたしました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会

計年度末より5億6百万円増加し、80億20百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・

フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

イ 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果獲得した資金は37億46百万円（前年同期は39億39百万円の獲得）となりました。これは主に、減

価償却費及び償却費の計上、営業債務の減少、棚卸資産の減少、契約負債の増加等によるものであります。

 

ロ 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果使用した資金は43億53百万円（前年同期は27億83百万円の使用）となりました。これは主に、有

形固定資産の取得による支出、有形固定資産の売却による収入、子会社の取得による支出等によるものでありま

す。

 

ハ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果獲得した資金は13億39百万円（前年同期は1億36百万円の使用）となりました。これは主に、長

期借入れによる収入、長期借入金の返済による支出、リース負債の返済による支出、配当金の支払等によるもので

あります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

該当事項はありません。
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(6）主要な設備の変動

当第２四半期連結累計期間における主要な設備の著しい変動については、次のとおりであります。

売却

会社名
事業所名

（所在地）
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額

（百万円）
売却年月

㈱エムジーホーム
投資用不動産

(愛知県名古屋市)
住宅関連事業 賃貸マンション 382 2019年９月

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

当第２四半期連結累計期間において新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。

新設

会社名
事業所名

（所在地）

セグメント

の名称

設備の

内容

投資予定金額（百万円） 資金

調達方法
着手年月

完成

予定年月

完成後の

販売能力総額 既支払額

㈱モトーレン

三河

岡崎店

(愛知県岡崎市)

他２ケ所(注)２

自動車販売

関連事業
店舗 981 ― 銀行借入 2019年10月 2019年10月

新車・

中古車

月販80台

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．2019年10月１日の事業譲受により取得した資産であります。

 

３【経営上の重要な契約等】

株式売買契約

 当社は、2019年９月20日付けの取締役会決議により、カーコーティング、洗車用ケミカルと機器等の開発・製

造・販売を行うKeePer技研株式会社の発行済株式の20.06％を取得することを決定し、同日付で株式売買契約を締

結いたしました。

 詳細は、第４［経理の状況］１［要約四半期連結財務諸表］ 要約四半期連結財務諸表注記 11．後発事象をご参

照ください。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 169,800,000

計 169,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2019年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2019年11月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 119,381,034 119,381,034

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

単元株式数

100株

計 119,381,034 119,381,034 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2019年７月１日～

2019年９月30日
－ 119,381,034 － 4,297 － 1,925
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(5)【大株主の状況】

  2019年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

㈲エスアンドアイ
愛知県名古屋市瑞穂区岳見町４丁目８番

地の２
14,209 12.10

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口）
東京都港区浜松町２丁目１１番３号 9,062 7.72

日本トラスティ・サービス信託銀行

㈱（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 8,517 7.25

三井住友海上火災保険㈱ 東京都千代田区神田駿河台３丁目９番地 7,662 6.52

ジェーピー　モルガン　チェース　

バンク　385632

（常任代理人　㈱みずほ銀行決済営

業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF,

LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM

（東京都港区港南２丁目１５－１　品川

インターシティＡ棟）

4,332 3.69

損害保険ジャパン日本興亜㈱ 東京都新宿区西新宿１丁目２６－１ 4,000 3.40

あいおいニッセイ同和損害保険㈱ 東京都渋谷区恵比寿１丁目２８番１号 3,702 3.15

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 3,702 3.15

高橋　一穂 愛知県名古屋市瑞穂区 3,277 2.79

高橋　淳子 愛知県名古屋市瑞穂区 3,248 2.76

計 － 61,713 52.58

（注）１．上記の所有株式のうち、日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口）及び日本トラスティ・サービス信託銀行

㈱（信託口）は、信託業務に係る株式であります。

２．2018年９月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、エフエムアール エ

ルエルシー（FMR LLC）が2018年９月14日現在で下記（大量保有報告書等の内容）のとおり保有している旨が

記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができており

ませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

（大量保有報告書等の内容）

氏名又は名称 住所 提出日
報告義務

発生日

保有株券

等の数

（千株）

発行済株式総数

に対する株券等

保有割合（％）

エフエムアール エルエルシー

（FMR LLC）

245 Summer Street, Boston,

Massachusetts 02210, USA

2018年

９月21日

2018年

９月14日
5,217 4.37

３．2019年８月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、ティー・ロウ・プラ

イス・ジャパン株式会社が2019年７月31日現在で下記（大量保有報告書等の内容）のとおり保有している旨が

記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができており

ませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

（大量保有報告書等の内容）

氏名又は名称 住所 提出日
報告義務

発生日

保有株券

等の数

（千株）

発行済株式総数

に対する株券等

保有割合（％）

ティー・ロウ・プライス・ジャパ

ン株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目

9番2号グラントウキョウサウ

スタワー7階

2019年

８月５日

2019年

７月31日
4,971 4.16
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2019年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,041,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 117,335,300 1,173,353 －

単元未満株式 普通株式 4,234 － －

発行済株式総数  119,381,034 － －

総株主の議決権  － 1,173,353 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式80株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2019年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数 (株)

他人名義所有
株式数 (株)

所有株式数の
合計 (株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 (％)

ＶＴホールディングス㈱
愛知県名古屋市中区

錦三丁目10番32号
2,026,500 － 2,026,500 1.70

㈱ホンダ四輪販売丸順
岐阜県大垣市新田町

二丁目1234番地
15,000 － 15,000 0.01

計 － 2,041,500 － 2,041,500 1.71

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年

内閣府令第64号）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2019年７月１日から2019

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年９月30日まで）に係る要約四半期連結

財務諸表について、監査法人東海会計社による四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

(1)【要約四半期連結財政状態計算書】

 注記
前連結会計年度
（2019年３月31日）

 
当第２四半期連結会計期間
（2019年９月30日）

  百万円  百万円

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  7,514  8,020

営業債権及びその他の債権 10 19,381  19,111

その他の金融資産 10 235  59

棚卸資産  36,686  33,994

その他の流動資産  3,525  5,127

流動資産合計  67,341  66,312

非流動資産     

有形固定資産  41,536  59,246

のれん  12,554  12,736

無形資産  513  491

投資不動産  7,127  6,786

持分法で会計処理されている投資  4,053  4,194

その他の金融資産 10 7,381  7,294

繰延税金資産  827  979

その他の非流動資産  144  127

非流動資産合計  74,137  91,852

資産合計  141,478  158,165
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 注記
前連結会計年度
（2019年３月31日）

 
当第２四半期連結会計期間
（2019年９月30日）

  百万円  百万円

負債及び資本     

負債     

流動負債     

社債及び借入金 10 17,711  17,919

営業債務及びその他の債務 10 45,356  39,762

その他の金融負債 10 3,607  5,935

未払法人所得税等  937  1,231

契約負債  8,694  9,288

その他の流動負債  2,378  2,367

流動負債合計  78,683  76,503

非流動負債     

社債及び借入金 10 10,321  16,209

その他の金融負債 10 5,213  19,695

引当金  458  461

繰延税金負債  1,876  1,549

その他の非流動負債  1,461  1,539

非流動負債合計  19,328  39,453

負債合計  98,011  115,956

資本     

資本金  4,297  4,297

資本剰余金  2,843  2,845

自己株式  △272  △272

その他の資本の構成要素  330  △161

利益剰余金  32,846  31,844

親会社の所有者に帰属する持分合計  40,044  38,553

非支配持分  3,423  3,656

資本合計  43,467  42,209

負債及び資本合計  141,478  158,165
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(2)【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

 注記
 前第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

 
 当第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

  百万円  百万円

売上収益 5,8 107,782  106,407

売上原価  90,425  88,861

売上総利益  17,357  17,546

販売費及び一般管理費  13,746  13,583

その他の収益  166  307

その他の費用  95  54

営業利益  3,682  4,215

金融収益  56  59

金融費用  338  642

持分法による投資利益  98  103

税引前四半期利益  3,498  3,734

法人所得税費用  1,200  1,238

四半期利益  2,298  2,496

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  2,174  2,194

非支配持分  124  302

四半期利益  2,298  2,496

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） 9 18.53  18.69

希薄化後１株当たり四半期利益（円）  －  －
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【第２四半期連結会計期間】

 注記
 前第２四半期連結会計期間
(自　2018年７月１日
　至　2018年９月30日)

 
 当第２四半期連結会計期間
(自　2019年７月１日
　至　2019年９月30日)

  百万円  百万円

売上収益 5 53,409  52,684

売上原価  44,377  43,655

売上総利益  9,033  9,029

販売費及び一般管理費  6,847  6,827

その他の収益  89  173

その他の費用  71  28

営業利益  2,204  2,348

金融収益  17  18

金融費用  97  306

持分法による投資利益  50  51

税引前四半期利益  2,174  2,110

法人所得税費用  679  715

四半期利益  1,494  1,395

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  1,317  1,233

非支配持分  178  162

四半期利益  1,494  1,395

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） 9 11.22  10.50

希薄化後１株当たり四半期利益（円）  －  －
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

 注記
 前第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

 
 当第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

  百万円  百万円

四半期利益  2,298  2,496

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測定

する金融資産
 11  △48

持分法適用会社におけるその他の包括利益

に対する持分
 1  1

純損益に振り替えられることのない項目合

計
 12  △47

     

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の換算差額  △28  △512

持分法適用会社におけるその他の包括利益

に対する持分
 △7  4

純損益に振り替えられる可能性のある項目

合計
 △35  △507

税引後その他の包括利益  △23  △554

四半期包括利益  2,276  1,942

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  2,165  1,654

非支配持分  111  287

四半期包括利益  2,276  1,942
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【第２四半期連結会計期間】

 注記
 前第２四半期連結会計期間
(自　2018年７月１日
　至　2018年９月30日)

 
 当第２四半期連結会計期間
(自　2019年７月１日
　至　2019年９月30日)

  百万円  百万円

四半期利益  1,494  1,395

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測定

する金融資産
 26  70

持分法適用会社におけるその他の包括利益

に対する持分
 △1  0

純損益に振り替えられることのない項目合

計
 26  70

     

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の換算差額  238  △215

持分法適用会社におけるその他の包括利益

に対する持分
 △4  1

純損益に振り替えられる可能性のある項目

合計
 234  △214

税引後その他の包括利益  260  △144

四半期包括利益  1,754  1,251

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  1,561  1,098

非支配持分  192  153

四半期包括利益  1,754  1,251
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(3)【要約四半期連結持分変動計算書】

前第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

  親会社の所有者に帰属する持分

 注記

資本金

 

資本剰余金

 

自己株式

 その他の資本の構成要素

     
在外営業

活動体の

換算差額
 新株予約権

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

2018年４月１日時点の残高  4,297  2,841  △272  477  143

四半期利益           

その他の包括利益        △20   

四半期包括利益合計  －  －  －  △20  －

連結範囲の変動        1   

新株予約権の失効    2      △2

利益剰余金への振替           

配当金 7          

所有者との取引額合計  －  2  －  1  △2

2018年９月30日時点の残高  4,297  2,843  △272  457  141

 

  親会社の所有者に帰属する持分  

非支配持分

 

合計

 注記 その他の資本の構成要素  

利益剰余金

 

合計

  

  

その他の

包括利益を

通じて

公正価値で

測定する

金融資産

 合計     

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

2018年４月１日時点の残高  －  620  31,559  39,045  3,190  42,235

四半期利益    －  2,174  2,174  124  2,298

その他の包括利益  11  △10    △10  △13  △23

四半期包括利益合計  11  △10  2,174  2,165  111  2,276

連結範囲の変動    1  8  9    9

新株予約権の失効    △2    －    －

利益剰余金への振替  △11  △11  11  －    －

配当金 7   －  △1,056  △1,056  △17  △1,073

所有者との取引額合計  △11  △12  △1,037  △1,048  △17  △1,064

2018年９月30日時点の残高  －  598  32,696  40,162  3,285  43,447
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当第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

  親会社の所有者に帰属する持分

 注記

資本金

 

資本剰余金

 

自己株式

 その他の資本の構成要素

     
在外営業

活動体の

換算差額
 新株予約権

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

2019年４月１日時点の残高  4,297  2,843  △272  189  141

会計方針の変更  －  －  －  －  －

修正再表示後の残高  4,297  2,843  △272  189  141

四半期利益           

その他の包括利益        △488   

四半期包括利益合計  －  －  －  △488  －

新株予約権の失効    3      △3

利益剰余金への振替           

配当金 7          

所有者との取引額合計  －  3  －  －  △3

2019年９月30日時点の残高  4,297  2,845  △272  △299  138

 

  親会社の所有者に帰属する持分  

非支配持分

 

合計

 注記 その他の資本の構成要素  

利益剰余金

 

合計

  

  

その他の

包括利益を

通じて

公正価値で

測定する

金融資産

 合計     

  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円  百万円

2019年４月１日時点の残高  －  330  32,846  40,044  3,423  43,467

会計方針の変更  －  －  △1,971  △1,971  △18  △1,989

修正再表示後の残高  －  330  30,875  38,073  3,405  41,478

四半期利益    －  2,194  2,194  302  2,496

その他の包括利益  △51  △540    △540  △15  △554

四半期包括利益合計  △51  △540  2,194  1,654  287  1,942

新株予約権の失効    △3    －    －

利益剰余金への振替  51  51  △51  －    －

配当金 7   －  △1,174  △1,174  △37  △1,210

所有者との取引額合計  51  49  △1,225  △1,174  △37  △1,210

2019年９月30日時点の残高  －  △161  31,844  38,553  3,656  42,209
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(4)【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

 注記
 前第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

 
 当第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

  百万円  百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前四半期利益  3,498  3,734

減価償却費及び償却費  2,750  4,165

受取利息及び受取配当金  △47  △54

支払利息  178  370

為替差損益（△は益）  40  238

持分法による投資損益（△は益）  △98  △103

固定資産売却損益（△は益）  △3  △146

固定資産除却損  37  12

営業債権の増減額（△は増加）  △1,168  △375

棚卸資産の増減額（△は増加）  3,631  1,919

営業債務の増減額（△は減少）  △3,906  △3,793

契約負債の増減額（△は減少）  242  628

未払消費税等の増減額（△は減少）  929  △73

その他  △216  △1,273

小計  5,868  5,250

利息及び配当金の受取額  105  107

利息の支払額  △183  △374

法人所得税の支払額又は還付額（△は支払）  △1,851  △1,237

営業活動によるキャッシュ・フロー  3,939  3,746

投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の預入による支出  △18  △12

定期預金の払戻による収入  117  1

有形固定資産の取得による支出  △3,434  △4,706

有形固定資産の売却による収入  670  1,302

無形資産の取得による支出  △132  △37

投資有価証券の取得による支出  －  △44

投資有価証券の売却による収入  3  62

子会社の取得による収支（△は支出） 6 －  △1,195

貸付金の回収による収入  49  290

敷金及び保証金の差入による支出  △85  △60

敷金及び保証金の回収による収入  48  51

その他  △1  △4

投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,783  △4,353
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 注記
 前第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

 
 当第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

  百万円  百万円

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額  2,080  △440

長期借入れによる収入  3,648  9,410

長期借入金の返済による支出  △2,951  △3,267

社債の償還による支出  △7  △7

配当金の支払額 7 △1,056  △1,174

非支配持分への配当金の支払額  △17  △37

リース負債の返済による支出  △1,831  △3,150

その他  △1  3

財務活動によるキャッシュ・フロー  △136  1,339

現金及び現金同等物に係る換算差額  △17  △225

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  1,003  506

現金及び現金同等物の期首残高  7,640  7,514

現金及び現金同等物の四半期末残高  8,643  8,020

 

EDINET提出書類

ＶＴホールディングス株式会社(E02889)

四半期報告書

19/37



【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

　ＶＴホールディングス株式会社（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社であります。その登記さ

れている本社及び主要な事業所の住所は当社のウェブサイト（http://www.vt-holdings.co.jp）で開示しており

ます。当社の要約四半期連結財務諸表は、2019年９月30日を期末日とし、当社及びその子会社（以下「当社グ

ループ」という。）、並びに当社の関連会社及び共同支配企業に対する持分により構成されております。

　当社グループの事業内容は、自動車販売関連事業、住宅販売関連事業であります。各事業の内容については注

記「５．事業セグメント」に記載しております。
 

２．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

則」（平成19年内閣府令第64号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことか

ら、同第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

　要約四半期連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結

会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものです。

　本要約四半期連結財務諸表は、2019年11月14日に代表取締役社長高橋一穂によって承認されております。
 

(2）測定の基礎

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を除き、取得原価

を基礎として作成しております。
 

(3）機能通貨及び表示通貨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未

満を四捨五入して表示しております。
 

３．重要な会計方針

　要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下を除き、前連結会計年度に係る連結財務諸

表において適用した会計方針と同一であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間の法人所得税は、見積年次実効税率を基に算定しております。
 
　当社グループは、第１四半期連結会計期間よりIFRS第16号「リース」（2016年１月公表、以下「同基準」とい

う。）を適用しております。

　当社グループでは、経過措置に従って同基準を遡及適用し、適用開始の累積的影響を第１四半期連結会計期間

の利益剰余金期首残高の修正として認識しております。適用開始日において、使用権資産13,697百万円、投資不

動産111百万円、繰延税金資産364百万円、リース負債16,160百万円を追加的に認識し、利益剰余金1,971百万円

及び非支配持分18百万円の減少を認識しております。
 
（IAS第17号「リース」（以下「IAS第17号」）に基づきファイナンス・リースに分類していたリース）

　適用開始日現在の使用権資産及びリース負債の帳簿価額は、IAS第17号を適用して測定した同日直前における

リース資産及びリース負債の帳簿価額としております。
 
（IAS第17号に基づきオペレーティング・リースに分類していたリース）

　適用開始日現在のリース負債の帳簿価額は、追加借入利子率を用いて残存リース料を現在価値で測定してリー

ス負債を認識しております。適用開始日現在の連結財政状態計算書に認識されているリース負債に適用した借手

の追加借入利子率の加重平均は、1.8％であります。

　また、適用開始日の使用権資産は、以下のいずれかの方法で測定しております。

・リース開始時点からIFRS第16号を適用していたと仮定し算定した帳簿価額。

・リース負債の測定額に、前払リース料と未払リース料を調整した金額。

　なお、前連結会計年度末現在でIAS第17号を適用して開示したオペレーティング・リース契約と連結財政状態

計算書に認識した適用開始日現在のリース負債の調整表は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 金額

2019年３月31日現在で開示した解約不能オペレーティング・リース契約 18,717

  

2019年３月31日現在で開示した解約不能オペレーティング・リース契約

（追加借入利子率で割引後）
16,160

ファイナンス・リース債務（2019年３月31日現在） 18,577

2019年４月１日現在のリース負債 34,737
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　当社グループは、同基準を適用するにあたり、以下の実務上の便法を使用しております。

・契約にリースが含まれているか否かについて、IAS第17号「リース」及びIFRIC第４号「契約にリースが含ま

れているか否かの判断」のもとでの判断を引き継ぎ

・特性が合理的に類似したリースのポートフォリオに単一の割引率を適用

・減損レビューを実施することの代替として、リースが適用開始日直前においてIAS第37号「引当金、偶発負債

及び偶発資産」を適用して不利であるかどうかの評価に依拠

・契約開始日から12か月以内にリースが終了する短期リース及び少額リースについて、使用権資産の測定から

除外

・適用開始日から12か月以内にリース期間が終了するリースについて、短期リースと同じ方法で会計処理

・当初直接コストを適用開始日現在の使用権資産の測定から除外

・延長又は解約オプションが含まれている契約について、リース期間を算定する際などに、事後的判断を使用

 

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

　IFRSに準拠した連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の

金額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を行うことが要求されております。実際の業績は、これらの見積りと

は異なる場合があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを見

直した会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識されます。

　要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度に係る連結財務諸表

と同様であります。
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５．事業セグメント

(1）報告セグメントごとの売上収益及び利得又は損失の金額に関する情報

前第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
 

自動車販売
関連事業

住宅関連
事業

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売上収益       

外部顧客への売上収益 103,935 3,751 96 107,782 － 107,782

セグメント間の内部売上収益又は振

替高
40 809 856 1,704 △1,704 －

合計 103,975 4,559 951 109,486 △1,704 107,782

セグメント利益 2,801 435 497 3,733 △51 3,682

金融収益      56

金融費用      338

持分法による投資損益      98

税引前四半期利益      3,498

（注）１．その他は、グループ全社管理部門等であります。

２．セグメント利益の調整額△51百万円は、セグメント間取引消去であります。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
 

自動車販売
関連事業

住宅関連
事業

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売上収益       

外部顧客への売上収益 100,088 6,223 95 106,407 － 106,407

セグメント間の内部売上収益又は振

替高
38 662 950 1,650 △1,650 －

 合計 100,126 6,885 1,045 108,056 △1,650 106,407

セグメント利益 3,161 726 398 4,285 △70 4,215

金融収益      59

金融費用      642

持分法による投資損益      103

税引前四半期利益      3,734

（注）１．その他は、グループ全社管理部門等であります。

２．セグメント利益の調整額△70百万円は、セグメント間取引消去であります。
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前第２四半期連結会計期間（自　2018年７月１日　至　2018年９月30日）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
 

自動車販売
関連事業

住宅関連
事業

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売上収益       

外部顧客への売上収益 50,158 3,203 48 53,409 － 53,409

セグメント間の内部売上収益又は振

替高
21 479 462 963 △963 －

合計 50,180 3,682 510 54,372 △963 53,409

セグメント利益 1,421 501 302 2,224 △20 2,204

金融収益      17

金融費用      97

持分法による投資損益      50

税引前四半期利益      2,174

（注）１．その他は、グループ全社管理部門等であります。

２．セグメント利益の調整額△20百万円は、セグメント間取引消去であります。

 

当第２四半期連結会計期間（自　2019年７月１日　至　2019年９月30日）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
 

自動車販売
関連事業

住宅関連
事業

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

売上収益       

外部顧客への売上収益 49,975 2,661 48 52,684 － 52,684

セグメント間の内部売上収益又は振

替高
18 497 560 1,075 △1,075 －

 合計 49,993 3,158 607 53,759 △1,075 52,684

セグメント利益 1,761 373 270 2,404 △57 2,348

金融収益      18

金融費用      306

持分法による投資損益      51

税引前四半期利益      2,110

（注）１．その他は、グループ全社管理部門等であります。

２．セグメント利益の調整額△57百万円は、セグメント間取引消去であります。
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(2）製品及びサービスに関する情報

　製品及びサービスごとの外部顧客に対する売上収益は以下のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

 
 当第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

 百万円  百万円

新車 50,850  51,084

中古車 29,952  25,775

サービス 18,787  18,704

レンタカー 4,214  4,380

住宅 3,751  6,223

その他 227  239

合計 107,782  106,407

 

 
 前第２四半期連結会計期間
(自　2018年７月１日
　至　2018年９月30日)

 
 当第２四半期連結会計期間
(自　2019年７月１日
　至　2019年９月30日)

 百万円  百万円

新車 24,314  25,225

中古車 14,236  12,823

サービス 9,256  9,616

レンタカー 2,286  2,237

住宅 3,203  2,661

その他 114  122

合計 53,409  52,684

(3）地域別に関する情報

　売上収益の地域別内訳は以下のとおりであります。

外部顧客への売上収益

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年９月30日)

 
 当第２四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

 百万円  百万円

日本 63,685  66,858

アフリカ 3,862  2,008

北中南米 419  429

オセアニア 2,880  2,166

ヨーロッパ 36,108  34,101

アジア 828  845

合計 107,782  106,407

（注）　売上収益は、販売仕向先の所在地によっております。

 

 
 前第２四半期連結会計期間
(自　2018年７月１日
　至　2018年９月30日)

 
 当第２四半期連結会計期間
(自　2019年７月１日
　至　2019年９月30日)

 百万円  百万円

日本 32,818  33,603

アフリカ 1,651  1,056

北中南米 204  139

オセアニア 1,330  1,018

ヨーロッパ 16,948  16,503

アジア 457  366

合計 53,409  52,684

（注）　売上収益は、販売仕向先の所在地によっております。
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　外部顧客への売上収益のうち、要約四半期連結損益計算書の売上収益の10％以上を占める相手先がないため、記

載を省略しております。

 

 

６．企業結合

前連結会計年度（自2018年４月１日　至2018年９月30日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自2019年４月１日　至2019年９月30日）

　当社は、2019年８月６日付けの取締役会決議により、北海道で自動車関連事業を営む光洋自動車㈱の発

行済株式の100％を取得することを決定し、同日に子会社化いたしました。
 
(1）企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：光洋自動車株式会社

事業の内容　　　：フォルクスワーゲンおよびアウディの自動車販売、中古車の販売、自動車の車検、その

他関連業務

②取得日

2019年８月６日

③取得した議決権付資本持分の割合

100％

④企業結合を行った主な理由

当社グループの自動車販売関連事業の業容拡大のため

⑤被取得企業の支配の獲得方法

現金を対価とする株式取得

 

(2）取得日現在における支払対価、取得資産および引受負債の公正価値

（単位：百万円）

支払対価の公正価値（現金） 1,518

取得資産および引受負債の公正価値  

　流動資産 929

　非流動資産 1,303

　　資産合計 2,232

　流動負債 739

　非流動負債 346

　　負債合計 1,086

取得資産および引受負債の公正価値（純額） 1,146

のれん 372

（注）・当該企業結合に係る取得関連費用は75百万円であり、すべて要約四半期連結損益計算書の「販売費及び

一般管理費」に計上しております。

・のれんの主な内訳は、取得から生じることにより将来期待される超過収益力であります。なお、のれん

について、税務上損金算入を見込んでいる金額はありません。

・上記のうち、一部の金額については評価中であり、現時点で入手可能な合理的情報に基づき算定された

暫定的な公正価値となっております。

 

(3）取得に伴うキャッシュ・フロー

（単位：百万円）

取得により支出した現金及び現金同等物 1,518

取得時に被取得会社が保有していた現金及び現金同等物 △323

子会社の取得による支出 1,195
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(4）業績に与える影響

　当該企業結合に係る取得日以降の損益情報及び当該企業結合が期首に実施されたと仮定した場合の損益

情報は、要約四半期連結財務諸表に与える影響額に重要性がないため開示しておりません。

 

７．配当金

　配当金の支払額は以下のとおりであります。

 

前第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

(1）配当金支払額

決議日  株式の種類  配当金の総額  １株当たり配当額  基準日  効力発生日

    百万円  円     

2018年５月11日

取締役会
 普通株式  1,056  9.00  2018年３月31日  2018年６月11日

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

決議日  株式の種類  配当金の総額  １株当たり配当額  基準日  効力発生日

    百万円  円     

2018年11月12日

取締役会
 普通株式  1,174  10.00  2018年９月30日  2018年11月30日

 

当第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

(1）配当金支払額

決議日  株式の種類  配当金の総額  １株当たり配当額  基準日  効力発生日

    百万円  円     

2019年５月13日

取締役会
 普通株式  1,174  10.00  2019年３月31日  2019年６月10日

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

決議日  株式の種類  配当金の総額  １株当たり配当額  基準日  効力発生日

    百万円  円     

2019年11月13日

取締役会
 普通株式  1,174  10.00  2019年９月30日  2019年12月２日
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８．売上収益

(1）収益の分解

①　顧客との契約及びその他の源泉から認識した収益

 
　前第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
　　至　2018年９月30日）

 
　当第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
　　至　2019年９月30日）

 百万円  百万円

顧客との契約から認識した収益 107,481  106,053

その他の源泉から認識した収益 301  354

合計 107,782  106,407

 

②　分解した収益とセグメント収益の関連

前第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

 報告セグメント

 
自動車販売
関連事業

住宅関連事業 その他 合計

 百万円 百万円 百万円 百万円

主要なサービス別     

新車部門 50,850 － － 50,850

中古車部門 29,952 － － 29,952

サービス部門 18,787 － － 18,787

レンタカー部門 4,214 － － 4,214

住宅部門 － 3,751 － 3,751

その他 132 － 96 227

 103,935 3,751 96 107,782

収益認識の時期     

一時点で移転される財 99,590 2,723 － 102,313

一定の期間にわたり移転されるサービス 4,346 1,028 96 5,469

 103,935 3,751 96 107,782

 

当第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

 報告セグメント

 
自動車販売
関連事業

住宅関連事業 その他 合計

 百万円 百万円 百万円 百万円

主要なサービス別     

新車部門 51,084 － － 51,084

中古車部門 25,775 － － 25,775

サービス部門 18,704 － － 18,704

レンタカー部門 4,380 － － 4,380

住宅部門 － 6,223 － 6,223

その他 144 － 95 239

 100,088 6,223 95 106,407

収益認識の時期     

一時点で移転される財 95,564 4,607 － 100,171

一定の期間にわたり移転されるサービス 4,524 1,616 95 6,236

 100,088 6,223 95 106,407
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(2）履行義務に関する情報

①　自動車販売関連事業

新車部門では自動車メーカーより新車を仕入れ、それを販売しております。取引価格は顧客との契約に係

る価格で算定しております。返品及び返金の義務については、当社グループを仲介して自動車メーカー及び

部品メーカーに対し請求することはありますが、当社グループが負担するべきものは概ねありません。

中古車部門では新車代替時の下取車両、オークションによる仕入車両、レンタカーの代替車両等を販売し

ております。取引価格は顧客との契約に係る価格で算定しております。査定の見落としにより返品及び返金

の義務が生じる可能性はありますが、僅少であるため見積もっておりません。

新車部門及び中古車部門の履行義務については車両を引き渡した時点、中古車部門のオークション販売及

びインターネット販売においては落札日に充足されると判断しております。対価については、履行義務の充

足日から概ね１ヶ月以内に支払いを受けております。

サービス部門では、車両の整備、点検、車検等のサービスを提供しております。取引価格は、料金表に基

づいております。一部の外注で発生するサービスについては外注先からの見積もりに応じて事前に見積書を

作成し、顧客の了承を得た上で販売価格を決定しております。部品の返品及び返金の義務について、当社グ

ループを仲介して自動車メーカー及び部品メーカーに対し請求することはありますが、請求できず当社グ

ループが負担する場合もあります。しかし僅少であるため見積もりをしておりません。履行義務について

は、作業完了日に充足されると判断しております。対価については、履行義務の充足日から概ね１ヶ月以内

に支払いを受けております。

サービス部門の商品のうち、長期間に渡る車検及び点検のメンテナンスパック商品の対価については、契

約時に支払いを受けております。取引価格は料金表に基づいており、貨幣の時間価値の影響を反映しており

ます。返金については、登録手数料を差し引いた金額にて応じております。登録手数料は契約時に収益を認

識し、登録手数料以外はサービスの履行に応じて収益を認識しております。

レンタカー部門は、リース取引及び自動車ディーラーより車両を仕入れ、貸し出しております。レンタ

カーの取引価格は料金表に基づいております。リース車両の取引価格は顧客との契約に係る価格で算定して

おります。返品及び返金が生じる可能性はありません。履行義務については、レンタカー及びリース車両の

貸出期間に渡り充足されると判断しております。対価については、履行義務の充足日から概ね１ヶ月以内に

支払いを受けております。

 

 

②　住宅販売関連事業

分譲マンションの企画・販売、一戸建て住宅の販売、建築請負等を行っております。取引価格は顧客との

契約に係る価格で算定しております。分譲マンションの履行義務は、物件が引き渡される一時点で収益を認

識しております。一戸建て住宅の履行義務は、建設により消費した原価及び費用が全体に占める割合に基づ

いて収益を計上するインプット法により収益を認識しております。対価については、履行義務の充足日から

概ね２ヶ月以内に支払いを受けております。
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９．１株当たり四半期利益

　基本的１株当たり四半期利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
　　至　2018年９月30日）

 
　当第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
　　至　2019年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益

（百万円）
2,174  2,194

発行済普通株式の加重平均株式数（株） 117,354,456  117,354,454

基本的１株当たり四半期利益（円） 18.53  18.69

（注）　希薄化後１株当たり四半期利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

 
　前第２四半期連結会計期間
（自　2018年７月１日
　　至　2018年９月30日）

 
　当第２四半期連結会計期間
（自　2019年７月１日
　　至　2019年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益

（百万円）
1,317  1,233

発行済普通株式の加重平均株式数（株） 117,354,456  117,354,454

基本的１株当たり四半期利益（円） 11.22  10.50

（注）　希薄化後１株当たり四半期利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

10．金融商品

(1）金融資産及び金融負債の分類及び公正価値

　金融資産及び金融負債の分類、帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。

　なお、償却原価で測定する金融商品のうち、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっているものは含めて

おりません。

 
前連結会計年度
（2019年３月31日）

 
当第２四半期連結会計期間
（2019年９月30日）

 帳簿価額  公正価値  帳簿価額  公正価値

 百万円  百万円  百万円  百万円

償却原価で測定する金融資産        

営業債権及びその他の債権 19,381  19,847  19,111  19,144

その他の金融資産 3,170  3,145  2,957  2,978

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産        

その他の金融資産 747  747  763  763

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産
       

その他の金融資産 3,699  3,699  3,632  3,632

 合計 26,997  27,438  26,464  26,518

償却原価で測定する金融負債        

営業債務及びその他の債務 45,356  45,198  39,762  39,796

社債及び借入金 28,032  28,038  34,128  34,130

その他の金融負債 8,819  8,716  25,631  25,564

 合計 82,207  81,952  99,521  99,490
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(2)　公正価値のヒエラルキー分類

　公正価値で測定される金融商品について、測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じた公正価値

測定額を、レベル１からレベル３まで分類しております。

 

レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格（無調整）

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

 

 

(3)　公正価値の算定方法

　金融商品の公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

 

資産：

（営業債権及びその他の債権）

　リース債権及びリース投資資産については、受取リース料総額を信用リスクを加味した利率で割り引いた現

在価値により算定しております。それ以外の債権については、短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額

に近似していることから、当該帳簿価額によっております。公正価値ヒエラルキーはレベル２に分類しており

ます。

 

（その他の金融資産）

有価証券及び投資有価証券の公正価値については、上場株式の公正価値については期末日の取引所の価格に

よって算定し、公正価値ヒエラルキーはレベル１に分類しております。非上場株式等の公正価値については、

類似会社の市場価格に基づく評価技法及び純資産価値に基づく評価技法により算定しており、公正価値ヒエラ

ルキーはレベル３に分類しております。

長期貸付金の公正価値については、債権ごとに債権額を回収までの期間及び信用リスクを加味した利率によ

り割り引いた現在価値によっております。公正価値ヒエラルキーはレベル２に分類しております。

 

負債：

（営業債務及びその他の債務）

短期で決済されるものは、公正価値は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

また、決済期間が１年を超えるものは新規に同様の取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値

により算定しております。公正価値ヒエラルキーはレベル２に分類しております。

 

（社債及び借入金）

　社債及び長期借入金の公正価値については、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映することから、

公正価値は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるもの

は、元利金の合計額を新規に同様の社債の発行又は借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値

により算定しております。公正価値ヒエラルキーはレベル２に分類しております。
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(4)　公正価値ヒエラルキー

　公正価値で測定される金融商品の公正価値ヒエラルキーは以下のとおりであります。

 

前連結会計年度（2019年３月31日）

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

 百万円  百万円  百万円  百万円

資産：        

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産        

その他の金融資産        

有価証券 －  245  －  245

デリバティブ －  63  －  63

その他 －  －  440  440

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産
       

その他の金融資産        

有価証券 1,247  －  2,452  3,699

合計 1,247  308  2,892  4,447

 

当第２四半期連結会計期間（2019年９月30日）

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

 百万円  百万円  百万円  百万円

資産：        

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産        

その他の金融資産        

有価証券 －  248  －  248

デリバティブ －  27  －  27

その他 －  －  488  488

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産
       

その他の金融資産        

有価証券 1,039  －  2,593  3,632

 合計 1,039  275  3,081  4,396

 

　公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化が生じた日に認識して

おります。前連結会計年度及び当第２四半期連結会計期間において、公正価値レベル１とレベル２の間の重

要な振替は行われておりません。
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①　評価プロセス

　レベル３に分類された金融商品については、経営管理部門責任者により承認された評価方針及び手続きに従

い、外部の評価専門家又は適切な評価担当者が評価及び評価結果の分析を実施しております。評価結果は経営管

理部門責任者によりレビューされ、承認されております。

 

②　レベル３に分類された金融商品に関する定量的情報

　レベル３に分類した非上場株式は、以下の方法により、公正価値を測定しております。

 

前連結会計年度末（2019年３月31日）

区分 評価手法 重要な観察不能インプット インプット値

その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する金融資産
類似会社の市場価格に基づく評価技法

ＥＶ/営業利益倍率

ＰＢＲ倍率

非流動性ディスカウント

3.68倍

0.8倍

30.0％

その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する金融資産
純資産価値に基づく評価技法 － －

 

 

当第２四半期連結会計期間末（2019年９月30日）

区分 評価手法 重要な観察不能インプット インプット値

その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する金融資産
類似会社の市場価格に基づく評価技法

ＥＶ/営業利益倍率

ＰＢＲ倍率

非流動性ディスカウント

4.03倍

1.0倍

30.0％

その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する金融資産
純資産価値に基づく評価技法 － －
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③　レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表

　レベル３に分類された金融商品の当期首から当期末までの変動は以下のとおりであります。

 

前第２四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年９月30日）

 決算日時点での公正価値測定

 
純損益を通じて
公正価値で測定する

金融資産

その他の包括利益を
通じて公正価値で
測定する金融資産

合計

 百万円 百万円 百万円

期首残高 389 2,625 3,014

利得及び損失合計 1 42 43

純損益（注）１ 1 － 1

その他の包括利益（注）２ － 42 42

購入 20 0 20

売却 － △3 △3

期末残高 410 2,664 3,074

報告期間末に保有している資産について純損

益に計上された当期の未実現損益の変動　

(注)１

 

1 － 1

（注）１．要約四半期連結損益計算書の「金融収益」及び「金融費用」に含まれております。

２．要約四半期連結包括利益計算書の「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産」に含まれてお

ります。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

 決算日時点での公正価値測定

 
純損益を通じて
公正価値で測定する

金融資産

その他の包括利益を
通じて公正価値で
測定する金融資産

合計

 百万円 百万円 百万円

期首残高 440 2,452 2,892

新規連結 31 0 31

利得及び損失合計 △3 144 141

純損益（注）１ △3 － △3

その他の包括利益（注）２ － 144 144

購入 21 2 24

売却 △1 △5 △6

期末残高 488 2,593 3,081

報告期間末に保有している資産について純損

益に計上された当期の未実現損益の変動　

(注)１

 

△3 － △3

（注）１．要約四半期連結損益計算書の「金融収益」及び「金融費用」に含まれております。

２．要約四半期連結包括利益計算書の「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産」に含まれてお

ります。
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11．後発事象

（株式の取得による持分法適用関連会社化）

　当社は、2019年10月１日にKeePer技研株式会社（以下「KeePer技研」という。）の株式20.06％を取得いた

しました。

 

(1) 株式取得の目的

　KeePer技研は、全国のガソリンスタンドを中心としたカーアフターマーケットに、キーパーコーティング

のためのケミカルをはじめ、道具、機械類の開発・製造、販売を行う「キーパー製品等関連事業」及び直営

店として一般の消費者にキーパーコーティング等のサービスを直接提供する「カーコーティングと洗車の専

門店」の「キーパーLABO運営事業」を運営しており、カーコーティングマーケットにおいては、ブランドの

認知度を含め、日本国内では圧倒的なナンバーワン企業であります。

　一方、当社は国内外において、新車ディーラーを中心とした自動車販売関連事業を展開しており、積極的

なＭ＆Ａ戦略により業容を拡大し、連結業績の継続的な成長を果たしております。

　このような状況下、当社とKeePer技研は、当社がKeePer技研の株式を取得することで、円滑かつ迅速に協

力関係を築き、これまで培ってきた各々のノウハウや強みを活かし、当社のグループ会社におけるKeePer技

研製品及びサービスの取り扱いに加え、KeePer技研の海外進出における当社グループの海外子会社との連携

等も視野に、当社グループ及びKeePer技研の業容拡大を図り、当社及びKeePer技研の企業価値の更なる向上

に取り組んで参ります。

 

(2) 株式取得の相手先の名称

　株式取得の相手先については、個人であり記載は省略いたしますが、当該個人株主と当社との間に記載す

べき資本関係、取引関係及び人的関係はありません。

 

(3) 株式を取得する会社の名称、事業内容、規模

　①名称　　　　　KeePer技研株式会社

　②事業内容　　　カーコーティング、洗車用ケミカルと機器等の開発・製造、販売

カーコーティング技能認定店「キーパープロショップ」の展開

カーコーティング＆洗車の専門店「キーパーLABO」の運営

　③資本金の額　　1,346百万円

 

(4) 取得する株式の数、取得価額および取得後の持分比率

　①取得する株式の数　　2,828,800株

　②取得価額　　　　　　4,082百万円

　③取得後の持分比率　　20.06％

 

２【その他】

2019年11月13日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 1,174百万円

② １株当たりの金額 10円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2019年12月２日

(注) 2019年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年11月14日

ＶＴホールディングス株式会社

取締役会 御中

 

監査法人東海会計社

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 棚   橋   泰   夫   ㊞

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 後   藤   久   貴   ㊞

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 阿 知 波   智   大   ㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
るＶＴホールディングス株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第２四半
期連結会計期間(2019年７月１日から2019年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2019年４月１
日から2019年９月30日まで)に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算
書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要
約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定によ
り国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期
連結財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第
34号「期中財務報告」に準拠して、ＶＴホールディングス株式会社及び連結子会社の2019年９月30日現
在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績
並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項
がすべての重要な点において認められなかった。
 

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は2019年10月１日付で、KeePer技研株式会社の株式を

取得し、持分法適用関連会社にしている。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以 上
 

（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

ＶＴホールディングス株式会社(E02889)

四半期報告書

37/37


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１要約四半期連結財務諸表
	(1)要約四半期連結財政状態計算書
	(2)要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書
	要約四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	第２四半期連結会計期間
	要約四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間
	第２四半期連結会計期間

	(3)要約四半期連結持分変動計算書
	(4)要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	要約四半期連結財務諸表注記


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

